
令和２年度は、今年度実施した「次期ごみ処理施設建設工事」などの大型事業が

完了し、過去最大の当初予算額から通常の予算規模に戻るなかで、重点課題である

人口減少対策、人口減少社会に対応したまちづくりを市民や多様な人材と連携・協

力しながら、スピード感を持って進めていきます。

また、大火復興においては、駅北広場「キターレ」を活用した、にぎわい創出へ

と次の段階へシフトしていきます。

令和２年度当初予算は、元号が「平成」から「令和」になり、第２次総合計画を

基に新たな時代においてもさらに、持続可能なまちづくりを目指し、「子ども」と

「若者」、「シニア」、「女性」をキーワードに、次のとおり重点施策を定め、全

庁一体となって取り組んでまいります。

糸 魚 川 市
令和２年度当初予算のポイント

○ 人口減少社会に対応したまちづくり

・ 定住の促進と安心して子どもを産み、育てられる環境整備

・ シティプロモーションによる交流人口・関係人口の拡大

・ 公共施設の総合的かつ計画的な維持管理と健全な財政運営

○ 未来を担う人づくり

・ 地域で活躍する人材の発掘・育成

・ まちづくりの中で起業・創業を目指す人材の発掘・育成

・ 特色を活かした高校の魅力化

○ 安全・安心な暮らしと女性が輝くまちづくり

・ 市民が安心して暮らせる防災・防犯体制の充実強化

・ 健康づくりの推進、地域医療・介護体制の維持

・ 女性がより一層活躍できる環境づくり

○ 駅北大火から未来に向けたまちづくり

・ 災害に強いまちづくり

・ にぎわいのあるまちづくり

・ 住み続けられるまちづくり

重 点 施 策

駅北大火３年事業イメージイラスト
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単位：千円

※ 集合支払特別会計は、各会計での支出と重複するため除いた。

【一般会計当初予算の推移】 単位：千円

(ｱ)

(%)

(ｲ)

(ｳ)

(ｴ)

(%)

(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

対前年伸率 △2.0 0.8 6.5 12.5 △15.3

実質予算額
24,328,720 24,519,436 26,114,910 29,386,227 24,882,670

災害復旧費 191,046 185,030 185,830 510,803 192,730

借換債に伴う元利償還元金 336,100 363,400 244,200 69,100 1,061,100

制度資金融資預託金 1,504,134 1,274,134 1,115,060 733,870 503,500

対前年伸率 △3.7 △0.1 5.0 11.0 △13.2

当初予算額 26,360,000 26,342,000 27,660,000 30,700,000 26,640,000

合 計 45,493,300 50,531,800 △ 5,038,500 △ 10.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

簡 易 水 道 事 業 712,400 1,014,200 △ 301,800 △ 29.8

下 水 道 事 業 4,405,800 4,763,500 △ 357,700 △ 7.5

ガ ス 事 業 1,379,200 1,637,500 △ 258,300 △ 15.8

水 道 事 業 937,300 985,000 △ 47,700 △ 4.8

学 校 給 食 191,400 188,200 3,200 1.7

企 業 会 計 7,434,700 8,400,200 △ 965,500 △ 11.5

介 護 保 険 事 業 5,908,500 5,845,800 62,700 1.1

有 線 テ レ ビ 事 業 88,000 72,500 15,500 21.4

国 民 健 康 保 険 診 療 所 220,600 217,100 3,500 1.6

後 期 高 齢 者 医 療 1,214,100 1,183,100 31,000 2.6

特 別 会 計 11,418,600 11,431,600 △ 13,000 △ 0.1

国 民 健 康 保 険 事 業 3,796,000 3,924,900 △ 128,900 △ 3.3

区 分 令和２年度 令和元年度 増減額 伸率（%）

一 般 会 計 26,640,000 30,700,000 △ 4,060,000 △ 13.2
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百万円 一般会計当初予算の推移

１ 予算規模
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２ 歳入の概要
（以下、増減は前年度当初予算対比の額）

■市 税 67億５千万円 [６千１百万円 0.9% 減]
・個人市民税 17億８千４百万円 [９千９百万円 5.9% 増](課税標準額の増等）

・法人市民税 ３億８千７百万円 [５千７百万円 12.8% 減](税率の引き下げ等）

・固定資産税 39億５百万円 [１億１千２百万円 2.8% 減]（課税標準額(配分資産)の減等）

■実質的な地方交付税 85億２千万円 [２千万円 0.2% 増]
・普通交付税 70億円 [１億円 1.4% 増]（算定項目の追加による増等）

・臨時財政対策債 ６億７千万円 [１億３千万円 16.3% 減]

・特別交付税 ８億５千万円 [５千万円 6.3% 増]

■国庫支出金 25億６千４百万円 [７億９千８百万円 23.7% 減]
・循環型社会形成推進交付金 １億９千４百万円 [10億１千１百万円 83.9% 減]

・社会資本整備総合交付金 ２億６千２百万円 [５千３百万円 25.5% 増]

・学校施設環境改善補助金 ９千８百万円 [８千万円 428.6％増]

■県支出金 16億２千４百万円 [３億４千１百万円 17.3% 減]
・過年耕地災害復旧事業補助金 １百万円 [２億９千８百万円 ほぼ皆減]

■基金繰入金 ５億３百万円 [３億８千３百万円 43.2% 減]
・福祉基金 ７千７百万円 [１百万円 1.6% 減]

・ふるさと糸魚川応援基金 ５千１百万円 [３千６百万円 41.7% 減]

・駅北大火復旧復興基金 ６千７百万円 [２千７百万円 29.0% 減]

・減債基金 ０円 [３億４千６百万円 皆減]

３ 歳出の概要

■人件費 45億６千２百万円 [８億１百万円 21.3% 増]
・会計年度任用職員制度の開始 ９億３千４百万円 [皆増]

■物件費 38億２千６百万円 [９億５千１百万円 19.9% 減]
・会計年度任用職員制度の開始 △８億５千８百万円 [皆減]

■普通建設事業費 38億５千６百万円 [39億５千７百万円 50.7% 減]
・えちごトキめき鉄道新駅設置事業 ２億７千５百万円 [２億４千２百万円 749.6% 増]

・次期一般廃棄物最終処分場整備事業 ６億７千万円 [５億２千万円 300.3% 増]

・道路新設改良費 ５億３千５百万円 [１億４千５百万円 37.0% 増]

・小中学校改修事業 ４億１千２百万円 [３億３千８百万円 460.0％増]

・体育施設整備事業 ２億７百万円 [皆増]

※企業・特別会計との合算額 53億２千１百万円 [45億５千１百万円 46.1% 減]

■災害復旧事業費 １億９千５百万円 [３億１千６百万円 61.9% 減]
・団体営過年農地農業用施設 ２百万円 [３億２千３百万円 ほぼ皆減]
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（◎：新規事業、○：拡充事業、・：継続事業）

◆人口減少社会に対応したまちづくり

・ 1 石のまちプロジェクト推進事業 2,250 千円

「石のまち」ブランドの発信や認知度向上、市民の愛着や誇りの醸成

◎ 2 石のまち観光プロモーション推進事業 11,810

国石ヒスイを中心とした「石のまち」の魅力を発信するPR動画の作成

マスメディアやＳＮＳ、Web広告を活用したプロモーション

・ 3 集落支援員・地域おこし協力隊事業 43,966

地域活動支援、なりわいネットワークコーディネーター、大糸線利用促進プランナー等

集落支援員　10名　　地域おこし協力隊員　４名（新規２名）

・ 4 地方創生移住支援事業　 2,800

東京圏からの移住就職者へ支援金

家族世帯： 100万円/世帯、単身者： 60万円/人

◎ 5 プレミアム付商品券発行事業 35,000

市独自の経済対策として、プレミアム付商品券を発行

商品券発行額：３億３千万円（うちプレミアム分： ３千万円)

○ 6 観光施設整備事業　 16,182

マリンドリーム能生周辺整備計画策定、月不見の池水質改善工事

高浪の池ドッグラン整備、観光案内看板整備

◎ 7 ＳＬくろひめ号整備事業 22,000

フォッサマグナミュージアムに展示しているミニＳＬ「くろひめ号」を

糸魚川駅アルプス口（ジオパル前）に移設し、観光資源として活用

◎ 8 糸魚川真柏BONSAI・CSプロモーション事業 500

外国人向け“BONSAI”カルチャースクールの実施等による

「糸魚川真柏」のプロモーション事業

◎ 9 東京オリ・パラ聖火リレー開催事業　 5,584

聖火リレー開催イベントの実施

４ 重点施策への予算配分
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◆未来を担う人づくり

・ 1 ふるさとリバイバル２５事業　 1,000 千円

25歳市民との協働による地元出身等の若者のネットワーク構築とＵターン促進

・ 2 若者の力応援事業（ワカチカ事業） 1,200

若者の企画・実施による地域おこし（地域みがき）を支援

補助：10/10（１回目20万円、２回目15万円、３～５回目10万円）

・ 3 子ども医療費助成事業 104,091

医療費の自己負担分から一部負担金を控除した額を助成

自己負担額：通院530円/回(同一医療機関で月５回目以降無料)、入院・調剤費無料

対象：高校卒業まで

◎ 4 中学校キャリア教育フェスティバル事業　 788

キャリア教育を目的に、地元の大人や企業と対話するイベントを実施

・ 5 高校を核とした地域人材育成事業 3,500

高校の魅力づくり支援、高校と地域の協働プログラムの実施や交流会の開催

・ 6 小中学校等ＩＣＴ環境推進事業 89,586

情報教育環境の充実及び活用推進

◆安全・安心な暮らしと女性が輝くまちづくり

◎ 1 保育所・学校等防犯カメラ整備事業　 13,655

防犯・安全対策として、保育所、幼稚園、こども園、小中学校に

防犯カメラを設置

○ 2 妊娠アシスト事業　 26,740

妊娠から出産までの経済的援助など妊産婦が健やかに過ごすための支援

産前・産後ヘルパー派遣、妊産婦健診費用助成、不妊症及び不育症治療費助成

◎ 3 おたふくかぜ予防接種助成事業　 1,059

おたふくかぜ予防接種費用の助成　　

対象： １歳以上の未就学児

◎ 4 特別任意予防接種助成事業　 200

骨髄移植手術等の理由により、接種済みの定期予防接種の効果が

見込めないと医師に判断された方への任意接種費用の助成

◎ 5 看護師等確保対策事業　 1,678

病院に就業した看護師等への家賃補助、看護系学校等への訪問、面談

小学生～高校生期の人材育成事業実施
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◎ 6 先進医療支援事業　 1,000 千円

高度で専門的な先進医療を研究する医師・医療機関を支援

・ 7 テレワーク推進事業　 2,356

テレワークオフィス運営

・ 8 次期一般廃棄物最終処分場整備事業 669,720

被覆型（クローズド型）処分場、埋立処分容量　6,000㎥

◎ 9 ドライブレコーダー設置促進事業　 5,000

ドライバーの安全意識の向上や犯罪抑止力の強化を図るため、

ドライブレコーダーの購入・設置費用を助成　　補助率 1/2　上限額 1万円

◎ 10 ハザードマップ作成事業　 1,200

能生川流域における洪水ハザードマップ作成

◆駅北大火から未来に向けたまちづくり

・ 1 復興まちづくり道路改良事業　 336,500

市道の無電柱化： 横町大町線（本町通り）、万代屋裏小路線

照明灯整備： 横町大町線 ６基　万代屋裏小路線 １基

・ 2 防災水利整備事業　 12,000

消雪井戸防火水槽給水システム1基、海水・用水利用送水管整備

・ 3 復興まちづくりサイン整備事業　 10,000

案内看板整備　21基

・ 4 若者の力復興応援事業 500

若者の企画・実施による被災4区の地域おこし(地域みがき)を支援

補助：10/10（１回目20万円、２回目15万円、３～５回目10万円)

・ 5 復興まちづくり賑わい推進事業 34,184

駅北まちづくり戦略の策定・推進、雁木整備補助

・ 6 復興まちなみ再生支援事業　 4,000

被災地域内における建物の不燃化、景観助成

・ 7 復興集落支援員・地域おこし協力隊事業　 6,522

高齢者のサロン等の運営支援、地域活動情報発信、行政へのつなぎ役

集落支援員　１名、地域おこし協力隊員　１名
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